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税　
金　
制　
度　
に　
つ　
い　
て　
（　
Ｉ　
）　

Ｑ　
１　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
法　
上　
、　
所　

得　
税　
の　
課　
税　
対　
象　
と　
な　
る　
の　
は　

誰　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
１　
　　
所　
得　
税　
に　
関　
す　
る　
２　
０　
０　

０　
年　
法　
律　
第　
1  7  
号　
に　
よ　
り　
、　
以　

下　
の　
い　
ず　
れ　
か　
に　
該　
当　
す　
る　
場　

合　
、　
所　
得　
税　
の　
課　
税　
対　
象　
、　
す　

な　
わ　
ち　
納　
税　
者　
（　

・　

）　と　
な　
り　
ま　
す　
。　

１　
　　
(  a  )  

個　
人　

(  b  )  

分　
割　
が　
未　
だ　
行　
な　
わ　
れ　
て　
い　

な　
い　
遺　
産　

２　
　　
法　
人　

３　
　　
恒　
久　
的　
施　
設　

す　
べ　
て　
の　
Ｓ　
Ｔ　
は　
、　
居　
住　
者　
と　
非　
居　

住　
者　
の　
い　
ず　
れ　
か　
に　
分　
類　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

Ｑ　
２　
　　
Ｓ　
Ｔ　
の　
う　
ち　
、　
居　
住　
者　
と　

み　
な　
さ　
れ　
る　
の　
は　
誰　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
２　
　　
下　
記　
の　
者　
が　
、　
居　
住　
者　
と　

み　
な　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

１　
　　
1  2  
ヵ　
月　
中　
１　
８　
３　
日　
（　「　
あ　
る　
連　

続　
し　
た　
1  2  
暦　
月　
中　
に　
お　
け　
る　
合　
計　

１　
８　
３　
日　
」　
を　
意　
味　
し　
ま　
す　
。　
以　

下　
同　
様　
。　）　
以　
上　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　

ア　
国　
内　
に　
居　
住　
も　
し　
く　
は　
滞　
在　
す　

る　
個　
人　
、　
ま　
た　
は　
、　
あ　
る　
年　
度　
中　

に　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
滞　
在　

し　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
居　
住　

す　
る　
意　
思　
を　
有　
す　
る　
個　
人　

２　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　
登　
記　
さ　
れ　

て　
い　
る　
法　
人　
、　
運　
営　
さ　
れ　
て　
い　
る　

法　
人　
、　
ま　
た　
は　
営　
業　
所　
を　
有　
す　
る　

法　
人　

３　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
あ　
る　
分　
割　

が　
未　
だ　
行　
な　
わ　
れ　
て　
い　
な　
い　
遺　
産　

す　
な　
わ　
ち　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　

お　
け　
る　
滞　
在　
日　
数　
が　
１　
８　
３　
日　
に　
満　
た　

な　
く　
て　
も　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
居　

住　
す　
る　
意　
思　
を　
有　
す　
る　
場　
合　
、　ま　
た　
は　
、　

か　
か　
る　
意　
思　
を　
有　
す　
る　
と　
合　
理　
的　
に　
結　

論　
付　
け　
ら　
れ　
る　
客　
観　
的　
証　
拠　
が　
存　
在　
す　

る　
場　
合　
、　
当　
該　
年　
度　
に　
つ　
い　
て　
、　
居　
住　

者　
と　
み　
な　
さ　
れ　
る　
場　
合　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　

Ｑ　
３　
　　
Ｓ　
Ｔ　
の　
う　
ち　
、　
非　
居　
住　
者　

と　
み　
な　
さ　
れ　
る　
の　
は　
誰　
で　
す　

か　
？　

Ａ　
３　
　　
下　
記　
の　
者　
が　
、　
非　
居　
住　
者　

と　
み　
な　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

１　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
の　
恒　
久　
的　
施　

設　
を　
通　
じ　
て　
事　
業　
活　
動　
を　
行　
っ　
て　

い　
る　
個　
人　
ま　
た　
は　
法　
人　
で　
あ　
っ　

て　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
お　
け　

る　
居　
住　
も　
し　
く　
は　
滞　
在　
の　
期　
間　
が　

1  2  
ヵ　
月　
中　
１　
８　
３　
日　
に　
満　
た　
な　
い　

個　
人　
、　
お　
よ　
び　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　

国　
内　
で　
設　
立　
さ　
れ　
て　
い　
な　
い　
法　

人　
。　

インドネシア進出企業の
ビジネス法務実務（入門編）
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２　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
の　
恒　
久　
的　
施　

設　
を　
通　
じ　
た　
事　
業　
活　
動　
等　
に　
よ　
る　

収　
益　
以　
外　
の　
収　
益　
を　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　

ア　
か　
ら　
得　
て　
い　
る　
個　
人　
ま　
た　
は　
法　

人　
で　
あ　
っ　
て　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　

内　
に　
お　
け　
る　
居　
住　
も　
し　
く　
は　
滞　
在　

の　
期　
間　
が　
1  2  
ヵ　
月　
中　
１　
８　
３　
日　
に　

満　
た　
な　
い　
個　
人　
、　
お　
よ　
び　
、　
イ　
ン　

ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　
設　
立　
さ　
れ　
て　
い　

な　
い　
法　
人　
。　

Ｑ　
４　
　　
「　
恒　
久　
的　
施　
設　
」　
と　
は　
何　

で　
す　
か　
？　

Ａ　
４　
　　
恒　
久　
的　
施　
設　
と　
は　
、　
イ　
ン　

ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
お　
け　
る　
居　
住　

も　
し　
く　
は　
滞　
在　
の　
期　
間　
が　
1  2  
ヵ　

月　
中　
１　
８　
３　
日　
に　
満　
た　
な　
い　
個　

人　
、　
ま　
た　
は　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　

国　
内　
で　
設　
立　
さ　
れ　
て　
い　
な　
い　
法　

人　
が　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　

事　
業　
活　
動　
を　
行　
う　
た　
め　
に　
利　
用　

す　
る　
営　
業　
所　
の　
こ　
と　
で　
す　
。　
具　

体　
的　
に　
は　
、　
以　
下　
の　
形　
態　
が　
あ　

り　
ま　
す　
。　

a  .  

子　
会　
社　

b  .  

代　
理　
店　

c  .  

工　
場　
、　
作　
業　
所　
等　

イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　
登　
記　
も　
運　
営　

も　
さ　
れ　
て　
お　
ら　
ず　
、　
営　
業　
所　
も　
所　
有　
し　

て　
い　
な　
い　
外　
国　
企　
業　
で　
あ　
っ　
て　
も　
、　
イ　

ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
に　
お　
け　
る　
事　
業　
経　
営　

に　
対　
し　
て　
指　
示　
を　
与　
え　
て　
い　
る　
場　
合　
に　

は　
、　
非　
居　
住　
者　
の　
Ｓ　
Ｔ　
と　
み　
な　
さ　
れ　
ま　

す　
。　
こ　
れ　
は　
、　
外　
国　
企　
業　
が　
、　
イ　
ン　
ド　

ネ　
シ　
ア　
国　
内　
の　
事　
業　
に　
関　
し　
、　
そ　
の　
株　

式　
の　
過　
半　
数　
を　
直　
接　
ま　
た　
は　
間　
接　
に　
所　

有　
し　
て　
い　
る　
場　
合　
に　
限　
ら　
れ　
ま　
せ　
ん　
。　

Ｑ　
５　
　　
所　
得　
税　
の　
「　
所　
得　
」　
と　
は　
、　

何　
を　
さ　
す　
の　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
５　
　　
所　
得　
税　
法　
の　
規　
定　
に　
よ　
れ　

ば　
、　
所　
得　
と　
は　
経　
済　
的　
繁　
栄　
の　

増　
大　
を　
意　
味　
し　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　

ア　
の　
国　
内　
ま　
た　
は　
国　
外　
の　
い　
ず　

れ　
で　
発　
生　
し　
た　
か　
、　
消　
費　
に　
利　

用　
さ　
れ　
た　
か　
富　
の　
拡　
大　
に　
供　
さ　

れ　
た　
か　
、　
い　
か　
な　
る　
名　
目　
や　
形　

式　
に　
よ　
る　
も　
の　
か　
な　
ど　
は　
一　
切　

問　
い　
ま　
せ　
ん　
。　
所　
得　
に　
は　
、　
業　

務　
や　
サ　
ー　
ビ　
ス　
の　
提　
供　
に　
対　
す　

る　
報　
酬　
、　
事　
業　
収　
益　
、　
配　
当　
金　
、　

利　
息　
、　
保　
険　
料　
（　
再　
保　
険　
料　
を　

含　
む　
）　、　
賃　
料　
、　
使　
用　
料　
、　
資　

産　
利　
用　
に　
よ　
る　
何　
ら　
か　
の　
収　

益　
、　
お　
よ　
び　
、　
外　
国　
為　
替　
レ　
ー　

ト　
の　
変　
動　
に　
よ　
る　
収　
益　
等　
が　
含　

ま　
れ　
ま　
す　
。　

尚　
、　
雇　
用　
者　
が　
提　
供　
す　
る　
居　

住　
施　
設　
や　
自　
動　
車　
等　
の　
福　
利　
厚　

生　
は　
、　
被　
雇　
用　
者　
の　
所　
得　
に　
含　

ま　
れ　
ま　
せ　
ん　
。　

ま　
た　
、　「　
不　
労　
所　
得　
」　
は　
、　
所　
得　
税　

法　
上　
の　
「　
所　
得　
」　
と　
は　
み　
な　
さ　
れ　
ま　
せ　

ん　
。　「　
不　
労　
所　
得　
」　
と　
は　
、　
例　
え　
ば　
、　

寄　
付　
金　
、　
補　
助　
金　
、　
年　
金　
、　
並　
び　
に　
、　

財　
務　
省　
が　
定　
め　
た　
特　
定　
事　
業　
分　
野　
の　
年　

金　
基　
金　
を　
通　
じ　
て　
投　
資　
さ　
れ　
た　
資　
本　
か　

ら　
得　
ら　
れ　
る　
収　
入　
等　
を　
基　
本　
的　
に　
さ　
し　

ま　
す　
。　

相　
続　
人　
が　
受　
け　
取　
る　
遺　
産　
も　
、　
そ　
の　

金　
額　
に　
か　
か　
わ　
ら　
ず　
、　
所　
得　
税　
法　
上　
の　

「　
所　
得　
」　
と　
は　
み　
な　
さ　
れ　
ま　
せ　
ん　
。　
た　

だ　
し　
、　当　
該　
遺　
産　
か　
ら　
発　
生　
す　
る　
所　
得　
、　

例　
え　
ば　
、　
相　
続　
し　
た　
資　
産　
に　
関　
連　
し　
て　

受　
領　
す　
る　
賃　
料　
等　
は　
、　「　
所　
得　
」　
と　
し　

て　
課　
税　
対　
象　
と　
な　
り　
ま　
す　
。　

Ｑ　
６　
　　
課　
税　
の　
対　
象　
と　
な　
る　
の　

は　
、　
総　
所　
得　
で　
す　
か　
、　
そ　
れ　
と　

も　
正　
味　
所　
得　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
６　
　　
所　
得　
税　
法　
の　
規　
定　
に　
よ　
れ　

ば　
、　課　
税　
の　
対　
象　
と　
な　
る　
の　
は　
、　

正　
味　
所　
得　
で　
す　
。　
正　
味　
所　
得　
と　

は　
、　
総　
所　
得　
額　
か　
ら　
、　
手　
当　
、　

売　
却　
損　
失　
、　
会　
社　
資　
産　
の　
減　
価　

償　
却　
、　
研　
究　
費　
、　
訓　
練　
／　
研　
修　

目　
的　
の　
奨　
学　
金　
、　
不　
良　
債　
権　
等　

を　
差　
引　
い　
た　
金　
額　
の　
こ　
と　
で　

す　
。　

Ｑ　
７　
　　
個　
人　
お　
よ　
び　
法　
人　
の　
税　
制　

上　
の　
取　
扱　
は　
ど　
の　
よ　
う　
に　
な　
っ　

て　
い　
ま　
す　
か　
？　

Ａ　
７　
　　
個　
人　
お　
よ　
び　
法　
人　
は　
、　
そ　

れ　
ぞ　
れ　
以　
下　
の　
と　
お　
り　
課　
税　
さ　

れ　
ま　
す　
。　

個
人
に
対
す
る
課
税

居　
住　
者　
で　
あ　
る　
個　
人　
の　
Ｓ　
Ｔ　
は　
、　
全　

世　
界　
に　
お　
け　
る　
所　
得　
に　
つ　
い　
て　
課　
税　
さ　

れ　
、　非　
居　
住　
者　
で　
あ　
る　
個　
人　
の　
Ｓ　
Ｔ　
は　
、　

イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
に　
お　
い　
て　
発　
生　
し　
た　
所　

得　
に　
つ　
い　
て　
の　
み　
課　
税　
さ　
れ　
ま　
す　
。　
当　

然　
な　
が　
ら　
、　
二　
重　
課　
税　
に　
関　
す　
る　
条　
約　

締　
結　
国　
出　
身　
の　
個　
人　
は　
、　
関　
連　
す　
る　
条　

約　
の　
規　
定　
に　
従　
っ　
て　
税　
制　
上　
の　
身　
分　
が　

決　
定　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

直　
近　
の　
２　
０　
０　
０　
年　
所　
得　
税　
法　
改　
正　

以　
降　
、　
個　
人　
所　
得　
税　
の　
税　
率　
は　
以　
下　
の　

と　
お　
り　
と　
な　
っ　
て　
い　
ま　
す　
。　

法
人
に
対
す
る
課
税

居　
住　
者　
で　
あ　
る　
法　
人　
の　
Ｓ　
Ｔ　
も　
、　
全　

世　
界　
に　
お　
け　
る　
所　
得　
に　
つ　
い　
て　
課　
税　
さ　

■ インドネシア進出企業のビジネス・法務実務（入門編）

課税対象年間所得

2千5百万ルピア以下

2千5百万ルピア超5千万ルピア以下

5千万ルピア超1億ルピア以下

1億ルピア超2億ルピア以下

2億ルピア超

所得税率

5%

10%

15%

25%

35%



The Lawyers July 2007 68

れ　
ま　
す　
。　
一　
方　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
の　
外　

国　
直　
接　
投　
資　
企　
業　
は　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　

国　
内　
で　
発　
生　
し　
た　
収　
益　
に　
つ　
い　
て　
の　

み　
、　
法　
人　
所　
得　
税　
を　
納　
付　
し　
ま　
す　
。　

外　
国　
企　
業　
の　
子　
会　
社　
の　
場　
合　
、　
イ　
ン　

ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　
実　
施　
し　
た　
業　
務　
活　
動　

か　
ら　
得　
た　
収　
益　
の　
み　
が　
、　
課　
税　
の　
対　
象　

と　
な　
り　
ま　
す　
。　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
外　
の　

親　
会　
社　
が　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
の　
子　
会　

社　
か　
ら　
得　
た　
収　
益　
に　
つ　
い　
て　
は　
、　
親　
会　

社　
の　
事　
業　
と　
子　
会　
社　
の　
事　
業　
が　
性　
質　
上　

類　
似　
の　
も　
の　
で　
あ　
る　
場　
合　
に　
限　
り　
、　
課　

税　
対　
象　
所　
得　
と　
み　
な　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

法　
人　
所　
得　
税　
の　
税　
率　
は　
以　
下　
の　
と　
お　

り　
と　
な　
っ　
て　
い　
ま　
す　
。　

Ｑ　
８　
　　
所　
得　
税　
の　
算　
定　
、　
申　
告　
、　

お　
よ　
び　
納　
付　
は　
、　
ど　
の　
よ　
う　
に　

行　
な　
わ　
れ　
ま　
す　
か　
？　

Ａ　
８　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
で　
は　
、　
自　

己　
算　
定　
方　
式　
が　
採　
用　
さ　
れ　
て　
お　

り　
、　
Ｓ　
Ｔ　
は　
自　
ら　
課　
税　
対　
象　
所　

得　
を　
計　
算　
し　
、　
確　
定　
申　
告　
書　
を　

提　
出　
し　
、　
必　
要　
な　
税　
金　
の　
納　
付　

を　
行　
わ　
な　
け　
れ　
ば　
な　
り　
ま　
せ　

ん　
。　
こ　
の　
た　
め　
、　
Ｓ　
Ｔ　
は　
、　
納　

税　
者　
登　
録　
番　
号　
の　
申　
請　
お　
よ　
び　

取　
得　
を　
行　
う　
必　
要　
が　
あ　
り　
、　
帳　

簿　
の　
記　
録　
お　
よ　
び　
保　
管　
を　
義　
務　

付　
け　
ら　
れ　
て　
い　
ま　
す　
。　
す　
な　
わ　

ち　
、　
制　
度　
上　
、　
納　
税　
額　
は　
ま　
ず　

Ｓ　
Ｔ　
の　
申　
告　
に　
よ　
り　
決　
定　
さ　
れ　

ま　
す　
。　
さ　
ら　
に　
、　
所　
得　
税　
法　
第　

2  5  
条　
に　
よ　
り　
、　
個　
人　
事　
業　
主　
や　

別　
途　
収　
入　
を　
得　
て　
い　
る　
者　
は　
、　

毎　
月　
、　
前　
年　
の　
所　
得　
申　
告　
額　
に　

基　
づ　
き　
、　
見　
込　
み　
税　
額　
を　
納　
付　

し　
ま　
す　
。　

イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
で　
源　
泉　
徴　
収　
の　
対　
象　

と　
な　
る　
所　
得　
も　
あ　
り　
ま　
す　
。　
こ　
れ　
が　
主　

に　
適　
用　
さ　
れ　
る　
の　
は　
被　
雇　
用　
者　
で　
、　
そ　

の　
報　
酬　
に　
つ　
い　
て　
源　
泉　
徴　
収　
さ　
れ　
ま　

す　
。　
被　
雇　
用　
者　
以　
外　
で　
は　
、　
配　
当　
金　
、　

利　
息　
、　
保　
険　
料　
（　
再　
保　
険　
料　
を　
含　
む　
）　、　

年　
金　
（　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
の　
恒　
久　
施　

設　
を　
通　
じ　
た　
事　
業　
を　
実　
施　
し　
て　
い　
な　
い　

非　
居　
住　
者　
の　
場　
合　
）　、　
並　
び　
に　
、　
イ　
ン　

ド　
ネ　
シ　
ア　
国　
内　
で　
提　
供　
さ　
れ　
る　
技　
術　
、　

経　
営　
お　
よ　
び　
専　
門　
分　
野　
に　
お　
け　
る　
サ　
ー　

ビ　
ス　
の　
利　
用　
料　
お　
よ　
び　
手　
数　
料　
に　
も　
、　

源　
泉　
徴　
収　
制　
度　
が　
適　
用　
さ　
れ　
ま　
す　
。　
こ　

れ　
ら　
の　
場　
合　
、　
適　
格　
な　
代　
理　
人　
が　
支　
払　

額　
の　
算　
定　
お　
よ　
び　
控　
除　
を　
行　
い　
ま　
す　
。　

源　
泉　
徴　
収　
税　
率　
は　
、　
居　
住　
者　
で　
あ　
る　

Ｓ　
Ｔ　
お　
よ　
び　
非　
居　
住　
者　
で　
あ　
る　
Ｓ　
Ｔ　
の　

そ　
れ　
ぞ　
れ　
に　
つ　
い　
て　
、　
以　
下　
の　
と　
お　
り　

で　
す　
。　

●　

居　
住　
者　
で　
あ　
る　
Ｓ　
Ｔ　
の　
場　
合　
｜　

1  5  
％　
（　
所　
得　
税　
法　
第　
2  3  
条　
）　

●　
非　
居　
住　
者　
で　
あ　
る　
Ｓ　
Ｔ　
の　
場　
合　
｜　

2  0  
％　
（　
所　
得　
税　
法　
第　
2  6  
条　
）　

Ｑ　
９　
　　
納　
税　
者　
登　
録　
番　
号　
（　
Ｔ　
Ｉ　

Ｎ　
）　
と　
は　
何　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
９　
　　
国　
税　
一　
般　
通　
則　
（　
２　
０　
０　

０　
年　
法　
律　
第　
1  6  
号　
／　
Ｇ　
Ｐ　
Ｔ　
Ｐ　

法　
）　
第　
１　
条　
(  5  )  
項　
に　
よ　
れ　
ば　
、　

納
税
者
番
号
（

・　

）　
と　
は　
、　
Ｓ　
Ｔ　
を　
特　
定　
し　

Ｓ　
Ｔ　
に　
よ　
る　
税　
金　
納　
付　
を　
支　
援　

す　
る　
た　
め　
、　
財　
務　
省　
税　
務　
総　
局　

長　
令　
が　
Ｓ　
Ｔ　
に　
対　
し　
て　
発　
行　
す　

る　
番　
号　
で　
す　
。　
Ｓ　
Ｔ　
に　
は　
、　
納　

税　
者　
登　
録　
番　
号　
の　
取　
得　
お　
よ　
び　

保　
管　
が　
義　
務　
付　
け　
ら　
れ　
て　
い　
ま　

す　
。　

Ｑ　
1  0  

Ｔ　
Ｉ　
Ｎ　
は　
ど　
の　
よ　
う　
に　
し　

て　
取　
得　
で　
き　
ま　
す　
か　
？　

Ａ　
1  0  

Ｓ　
Ｔ　
は　
、　
個　
人　
で　
あ　
れ　
ば　

居　
住　
地　
の　
税　
務　
署　
に　
、　
法　
人　
で　

あ　
れ　
ば　
登　
記　
さ　
れ　
て　
い　
る　
地　
区　

の　
税　
務　
署　
か　
、　
営　
業　
所　
、　
支　
店　

ま　
た　
は　
駐　
在　
員　
事　
務　
所　
を　
有　
し　

て　
い　
る　
地　
区　
の　
税　
務　
署　
に　
、　
そ　

れ　
ぞ　
れ　
登　
録　
し　
、　
Ｔ　
Ｉ　
Ｎ　
を　
取　

得　
し　
ま　
す　
。　
ジ　
ャ　
カ　
ル　
タ　
在　
住　

の　
海　
外　
駐　
在　
員　
は　
、　
外　
資　
企　
業　

お　
よ　
び　
海　
外　
駐　
在　
員　
担　
当　
の　
税　

務
署

・　

に　

登　
録　
し　
、　
こ　
れ　
を　
通　
じ　
て　
Ｔ　
Ｉ　

Ｎ　
を　
取　
得　
し　
な　
け　
れ　
ば　
な　
り　
ま　

せ　
ん　
。　

Ｑ　
1  1  

法　
人　
で　
あ　
る　
Ｓ　
Ｔ　
が　
複　
数　

の　
支　
店　
を　
有　
し　
て　
い　
る　
場　
合　
、　

Ｔ　
Ｉ　
Ｎ　
の　
登　
録　
は　
ど　
の　
よ　
う　
に　

行　
え　
ば　
い　
い　
で　
し　
ょ　
う　
か　
？　

Ａ　
1  1  

ジ　
ャ　
カ　
ル　
タ　
市　
内　
の　
他　

に　
、　
複　
数　
の　
営　
業　
所　
、　
支　
店　
ま　

た　
は　
駐　
在　
員　
事　
務　
所　
を　
有　
し　
て　

い　
る　
法　
人　
の　
Ｓ　
Ｔ　
は　
、　
各　
営　
業　

所　
等　
の　
所　
在　
地　
を　
管　
轄　
す　
る　
税　

務　
署　
に　
そ　
れ　
ぞ　
れ　
登　
録　
を　
行　
う　

必　
要　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　
こ　
う　
し　
た　

登　
録　
は　
、　
源　
泉　
徴　
収　
お　
よ　
び　
付　

加　
価　
値　
税　
の　
徴　
収　
の　
み　
を　
目　
的　

と　
し　
て　
行　
な　
わ　
れ　
ま　
す　
。　

Ｑ　
1  2  

Ｓ　
Ｔ　
が　
Ｔ　
Ｉ　
Ｎ　
の　
登　
録　
を　

し　
な　
い　
と　
ど　
う　
な　
り　
ま　
す　
か　
？　

Ａ　
1  2  

Ｇ　
Ｐ　
Ｔ　
Ｐ　
法　
第　
3  9  
条　
(  1  )  
項　

に　
よ　
り　
、　
Ｔ　
Ｉ　
Ｎ　
の　
取　
得　
を　
怠　

っ　
た　
者　
は　
、　
６　
年　
以　
下　
の　
懲　
役　

課税対象年間所得

5千万ルピア以下

5千万ルピア超1億ルピア以下

1億ルピア超

所得税率

10%

15%

30%
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お　
よ　
び　
総　
納　
税　
額　
の　
４　
倍　
以　

下　
の　
罰　
金　
に　
処　
せ　
ら　
れ　
ま　
す　
。　

過　
去　
の　
年　
度　
に　
つ　
い　
て　
監　
査　

が　
実　
施　
さ　
れ　
る　
場　
合　
も　
あ　
り　
、　

国　
の　
内　
外　
に　
お　
け　
る　
税　
務　
書　

類　
お　
よ　
び　
銀　
行　
記　
録　
の　
参　
照　

が　
法　
律　
上　
認　
め　
ら　
れ　
て　
い　
ま　

す　
。　

Ｑ　
1  3  

Ｓ　
Ｔ　
が　
税　
金　
を　
納　
付　
す　
る　

時　
期　
は　
い　
つ　
で　
す　
か　
？　

Ａ　
1  3  

確　
定　
申　
告　
書　
に　
基　
づ　
き　
納　

め　
る　
税　
金　
は　
、　
通　
常　
、　
申　
告　

対　
象　
年　
（　
暦　
年　
）　
の　
翌　
年　
３　

月　
2  5  
日　
ま　
で　
に　
支　
払　
う　
必　
要　

が　
あ　
り　
ま　
す　
。　

Ｑ　
1  4  

納　
付　
期　
日　
に　
遅　
れ　
た　
場　

合　
、　
罰　
則　
が　
あ　
り　
ま　
す　
か　
？　

Ａ　
1  4  

Ｇ　
Ｐ　
Ｔ　
Ｐ　
法　
第　
1  9  
条　
に　
よ　

り　
、　
税　
金　
納　
付　
が　
期　
日　
に　
遅　

れ　
た　
場　
合　
、　
納　
付　
期　
日　
か　
ら　

全　
額　
支　
払　
が　
行　
な　
わ　
れ　
る　
ま　

で　
の　
期　
間　
に　
つ　
い　
て　
、　
月　
利　

２　
％　
の　
利　
息　
が　
行　
政　
処　
分　
と　

し　
て　
課　
せ　
ら　
れ　
ま　
す　
。　

本
稿
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
け
る
投
資
に
関

わ
る
法
的
事
項
に
つ
い
て
、
一
般
的
な
情
報
の

提
供
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
な
事
案
、

法
的
助
言
等
に
つ
き
ま
し
て
は
、
適
格
な
専
門

家
に
ご
相
談
下
さ
い
。

ラ
ン
プ
ン
国
立
大
学
講
師
。
黒
田
法
律
事

務
所
リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
。
ボ
ゴ
ル

農
業
大
学
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
情
報
卒
業
。

ラ
ン
プ
ン
国
立
大
学
法
学
部
、
関
東
学
園

大
学

Ｌ
Ｌ
Ｍ
卒
業
。
横
浜
国
立
大
学
国

際
経
済
法
研
究
科
後
期
博
士
課
程
履
修
中
。

専
門
は
国
際
取
引
法
。

ユ
リ
ア
・
ク
ス
マ
・
ワ
ル
ダ
ニ

黒
田
法
律
事
務
所
代
表
パ
ー
ト
ナ
ー
。
早

稲
田
大
学
一
年
中
退
。
司
法
試
験
合
格
。

そ
の
後
、
国
内
の
法
律
事
務
所
勤
務
を
経

て
、
北
京
語
学
学
院
、
デ
ュ
ー
ク
大
学
ロ

ー
ス
ク
ー
ル
、
復
旦
大
学
法
学
部
高
級
進

修
生
課
程
を
終
了
。
専
門
は
国
際
金
融
、

独
禁
法
、
知
的
財
産
法
な
ど
。

黒
田
健
二
（　
く　
ろ　
だ　
・　
け　
ん　
じ　
）　


